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１．旧農業担い手研修教育センター跡地管理事業（新規）

農林政策課

旧農業担い手研修教育センター跡地については、㈲大野台グリーンファームによる企業

的農業実践研修の場として活用しているが、昨今の雇用環境の悪化を背景に雇用研修希望

者が増えていることから、受入機能等を強化する必要がある。このため、旧職員会館に修

繕を加え、雇用研修生の宿泊施設及び座学研修の場として施設を再生するとともに、老朽

化が進んだ一部施設について修繕を実施する。

１ 事業内容

(1) 旧職員会館再生工事

未利用施設となっている旧職員会館を再生し、雇用研修生（県内外からの新規参

、 ） 、 。入者等で 宿泊を要する者 の宿泊施設 座学研修の場及び事務所として活用する

(2) 構内高圧配電線設備改修

老朽化による劣化が著しい高圧配電線設備を改修整備する。

(3) 給水供給設備工事

現井戸の渇水状況を改善するため、新たな井戸を設置し、水源の確保を図る。

(4) 生産関連施設の修繕

温室のガラスの修繕や機械庫等の修繕・塗装を行う。

(5) 旧職員公舎の解体

老朽化し管理上課題がある３棟の一戸建て旧職員公舎を解体し整理する。

２ 事業主体

県

３ 予算額

２４，４８５千円（国費）

工事請負費 ２３，６００千円

設計委託費 ８８５千円

４ 事業年度

平成２１年度
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２．漁業経営維持安定資金の融資枠拡大に係る
債務負担行為の変更について

農林政策課団体指導室

燃油高、資材高騰や漁価安等の影響から経営悪化に陥っている中小漁業者等の資金繰り

の円滑化を図るため、国の「漁業緊急保証対策事業」実施に基づく、漁業経営維持安定資

金の融資枠の拡充に伴い、漁業経営維持安定資金利子補給金の債務負担の変更を行う。

１ 事業内容

(1) 漁業経営維持安定資金の融資枠拡充

当初融資枠２千万円 → ３億３千万円に拡充

※漁業経営維持安定資金

経営が困難になっている中小漁業者に対し、経営の再建を図るために融通する低

利の負債整理資金。

貸付利率 １．７０％
基準金利 ２．９５％

県利子補給率１．２５％

（平成21年11月20日現在）

２ 事業主体

県

３ 債務負担行為限度額

３２，０６０千円（県費）

（当初 １，７５５千円 → 変更後 ３２，０６０千円）

４ 利子補給期間

平成２２～３６年度

（当初 平成22～31年度 → 変更後 平成22～36年度）

［漁業緊急保証対策事業］

①事業対象者 ： 中小漁業者等で漁獲金額減少や利益率の低下している者

②事業概要

漁業者措置 ： 保証条件 1,250万円までは無担保無保証人

保証料率 0.8％（通常1.2～2.0％）

融資機関措置： 保証割合 100％（通常80％）

保証機関措置： 代位弁済額の97％を助成（通常70％）

③事業実施期間： 平成２２年３月１０日融資分まで
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３．グリーン・ツーリズム活用型雇用創出事業（拡充）
【ふるさと雇用再生臨時対策基金】

農山村振興課

グリーン・ツーリズムを活用したアグリビジネスの拡大と新たな雇用創出のため、５団

体１企業で計10名を雇用しているが、新たに山本、雄勝両地域の直売所に総合案内機能を

付加し、更なる売上げ拡大を目指すため、２名を追加し12名の雇用を確保する。

１ 事業内容

(1) 直売所の情報発信機能の充実と売上の拡大（拡充）

山本、雄勝両地域の直売所で新たに２名を雇用し、グリーン・ツーリズム関連

情報の発信機能を付加するとともに、当該直売所の売上げ拡大に資する。

○委 託 先 県内大規模直売所 ３→５団体

○雇用人数 ３→５人

(2) 総合ポータルサイトの設置と旬な情報の全国発信

秋田花まるっグリーン・ツーリズム推進協議会 ３人

(3) 体験型修学旅行等の受入体制の整備

ＮＰＯ田沢湖ふるさとふれあい協議会 ２人

(4) 商品開発プロジェクトへの参画と人材育成

株式会社わらび座 ２人

２ 事業主体

県 （委託先 県内大規模直売所）

３ 予算額

１，１５２千円（繰入金）

人件費 ７６６千円（単価 ８，０００円／人・日）

事務経費・税等 ３８６千円

４ 事業年度

平成２１～２３年度

６月補正
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４．国直轄土地改良事業負担金の繰上償還に係る

債務負担行為の設定について

農山村振興課

国営かんがい排水事業平鹿平野一期地区が平成２１年度で事業完了し、平成２２年度か

ら地元負担金の返済が始まるが、利子負担を軽減するため繰上償還する旨申し出があり、

直近の返済日である平成２２年４月１日に平成２０年度までの地元負担金を国に納付する

ことから、手続きを進めるにあたり債務負担を設定するものである。

１ 事業概要

(1) 事 業 名 国営かんがい排水事業平鹿平野地区

(2) 事業主体 国（東北農政局）

(3) 受益面積 １０，０４１ｈa（湯沢市516.2ha、横手市9,506.0ha、大仙市19.0ha）

(4) 事業費及び事業内容

地 区 事業期間 事業費 事業内容 進捗率

頭首工（皆瀬）１箇所 100％
一期地区 平成13～21年度 12,817百万円

幹線用水路 6.7ｋｍ (完了)

頭首工（成瀬）１箇所
二期地区 平成17～24年度 14,400百万円 70％

幹線用水路 28.5ｋｍ

計 27,217百万円 83％

(5) 負担割合

区 分 国 県 市町村 農 家 計

頭首工(皆瀬) 84.00 11.00 5.0 － 100

幹線用水路 80.00 10.33 6.0(18/300) 3.67(11/300) 100

２ 一期地区完了に伴う繰上償還額等

市町村 679,368千円 湯沢市 34,925千円

横手市 643,157千円

大仙市 1,286千円

秋田県雄物川筋土地改良区 222,155千円（農家負担分）

合 計 901,523千円（繰上償還額）
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○ 通常償還の場合は、総額で1,417,523千円の償還額となり、繰上償還額と対比し

、 。て516,000千円(市 384,000千円 土地改良区 132,000千円)の負担軽減が図られる

※ 通常償還は年率５％、２年据置、15年償還で算定。

○ 「国営土地改良事業に係る負担金の算定及び徴収等に関する事務処理要領（最終

改正H20.4.1 」等の規定により、市や土地改良区の申し出によって繰上償還ができ）

ることから、次のスケジュールで償還手続きを進めたい。

なお、繰上償還時期は年４回（5/31,9/30,11/30,3/31)あるが、事業完了年度の

翌年度に限り、４月１日の償還が可能であり、利子は発生しない。

【繰上償還のスケジュール】

平成21年５月８日～22日

平成21年12月中旬

平成22年１月下旬

※ 支払日の45日前(２月10日)までに、提出しなければならない。

平成22年２月中旬

平成22年４月１日

※ 湯沢市、横手市、大仙市、および秋田県雄物川筋土地改良区から

平成13～20年度分の事業負担金を徴収し、県が国に納付する。

繰上償還の申し出

12月議会で債務負担行為の議決を得る

秋田県知事から東北農政局長へ繰上償還の申出書の提出

東北農政局長より秋田県知事へ繰上償還承認の通知

繰上償還
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５．秋田米総合支援対策事業(優良原種生産対策事業)（拡充）

水田総合利用課

「 」 、 、 、あきたこまち を中心とした家庭食用のほか 県産米については 業務用・加工用途

米粉や飼料用途など多様なニーズに対応していくことが求められており、原種の供給にあ

たっても、こうした状況に的確に対応していく必要がある。

このため、老朽化した大潟村内の水稲原種調製・保管施設を解体処分し、農業試験場の

原種乾燥施設敷地内にこれらの機能を新設・集約することにより、効率的な原種供給体制

を構築するとともに、原種管理体制を一層強化する。

１ 事業内容

(1) 原種生産委託事業

(2) 優良種子生産総合対策事業

(3) 原種生産条件整備事業（新規）

ア 原種生産施設等の整備

農業試験場内に水稲の原種生産に必要な施設・機械を整備する。

・ 原種調製施設・機械 一式

・ 原種保管冷蔵施設 一式

イ 既存施設等の解体

大潟村内の既存施設・機械を解体処分する。

２ 事業主体

県

３ 予算額

(3) ２３９，９２５千円（国費）

委託料 １０，７３１千円

工事請負費 ２２９，１９４千円

４ 事業年度

平成２１年度

当初分
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６．木材産業振興臨時対策事業（拡充）

秋田スギ振興課

「森林整備及び木材産業振興臨時対策基金」を活用し、間伐材の搬出経費や高性能林業
、 、 。機械の導入 木材加工施設の整備等に支援するなど 利用拡大を通じた間伐の推進を図る

１ 事業内容
(1) 地域協議会運営事業（減額）

(2) 流通経費支援事業

(3) 高性能林業機械等導入事業

(4) 間伐材安定供給コスト支援事業

(5) 木造公共施設等整備事業

(6) 木材加工流通施設等整備事業（新規）
県産材の効率的な生産と品質の確かな製品の安定供給を推進するため、木材加工施

設や乾燥施設等の整備に支援する。

・ 補助率 １／２以内

・ 事業量 人工乾燥機 ６基、木材加工機 ３基

２ 事業主体
(1) 県

(6) 製材企業

３ 予算額
(1) ▲４，６９５千円

繰入金 ▲５，２１０千円
県 費 ５１５千円

(6) ８７，６５５千円
（ 補助金 ８７，６５５千円 ）

４ 事業年度
平成２１～２３年度

６月補正分

９月補正分
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森林整備及び木材産業振興臨時対策基金事業(拡充)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

木造公共施設等の整備

定額（標準的な単価）
・地域材の使用量に応じた支援
（上限額　   5万円／m3）

・建築する施設の床面積に応じた支援
（上限額 13.5万円／㎡）

間伐の推進

定額助成
上限額５万円／年間利用量㎥

　

定額（標準的な単価）2年目は半額
間伐材の燃料利用：上限額 3,000円／m3

　

　

補助率1/2以内で助成

木材加工流通施設等の整備

　
 

定額助成
　  50Km 以上 　 上限額 １,000円／m3
  100Ｋｍ 以上 　 上限額 2,000円／m3

（2年目は半額）

流通の円滑化②

流通の円滑化①

木材の加工
施設整備

流通にかかる
運搬コスト支援

木材利用の推進

定額
上限額 3,000万円／１ＰＪ

　　地域材を利用した製品の開発等の
　　新たな用途開発

地域材利用開発支援

地　域　協　議　会

燃料用間伐材（林地残材）の搬出・運搬に助成

路網整備

間伐の実施

定額助成
上限額　25万円/ha

森林所有者の負担なしで間伐を実施

作業道・作業路の作設

事業費の４割以上
6月補正   207百万円/1,200ha

集材から造材・運搬に必要
な高性能林業機械の導入

補助率１／２以内で助成

高性能林業機械の導入

間伐支援

木質バイオマス支援

定額助成
上限額　1万4千円/ｍ

間伐の推進や木材・木質バイオマス利用の取組を支援します
それぞれの取組内容に応じて、定額や１／２以内で助成します

公共施設の整備

50kmを超える間伐材の運搬に助成

6・9月補正316百万円/24km

　木材加工・乾燥施設等の整備

バイオマス燃焼用ボイラー等の整備

９月補正： 145百万円/4施設

9月補正： 6百万円/2千㎥

　
12月補正：88百万円/5施設

　基金造成額  35→ ３７億円
 １２月補正額     83百万円
（6・9月補正額８７８百万円）

9月補正126百万円　16機械

6月補正　67百万円/50千㎥
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木材加工機械・装置の概要

○　機械の説明
　　・製材品加工の最終段階で、板類を小割
　　　し、プレーナー（鉋がけ）仕上げを１工程
　　 で実施可能な機械

○　特徴
　　・寸法精度の高い製材品を一度に量産す
　　　ることが可能
　　・丸鋸の間隔を自動で変更できるため、多
　　  品種生産が可能

○　機械の説明
　　・製材品を蒸気等の熱を利用して、強制
　　　的に乾燥させる機械
　

○　特徴
　　・屋外に桟積みして行われる天然乾燥と
　　　比較して短期間で乾燥し、木材に含ま
　　　れる水分を均一な状態に仕上げた乾
　　　燥材の生産が可能

○　機械の説明
　　・製材品加工の最終段階で実施する、プ
　　　レーナー（鉋がけ）仕上げの工程と内装
　　　材用の本実加工（板の側面に凹凸を付
　　　ける）などを一度に実施可能な機械

○　特徴
　　・様々な形状に加工することができ、内装
　　　材や特殊製品等の生産が可能

プレーナーギャング 人工乾燥機 モルダー
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